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要    旨 

 
１ 報告作成の背景と目的 

1970 年代には欧米諸国の選挙権年齢が 18 歳以上に引き下げられ、それが世界の趨勢に

なっていた。それにもかかわらず、日本では 1945年以降選挙権年齢の下限はずっと 20歳

のままであった。ところが、2007年に成立した憲法改正のための国民投票法が投票権者を

18 歳以上としたことから、選挙権年齢引き下げを求める気運が急速に高まった。ついに

2015 年には、公職選挙法などが改正されて 18 歳選挙権が実現した。高校３年生も有権者

の仲間入りを果たしたのである。それに伴い、高校での主権者教育の重要性が強調される

ことになった。 

当政治過程分科会では 22 期から投票率低下への対応策について検討を重ね、2014 年８

月には政治学委員会とともに「提言 各種選挙における投票率低下への対応策」を表出し

た。この問題意識から 18 歳・19 歳有権者を考えるとき、当分科会としても主権者教育に

関心が向かうのは自然な成り行きであった。18歳・19歳の有権者に投票につながるリテラ

シーを高めてほしいというのが、当分科会の率直な願いであった。啓発のための公開シン

ポジウムを開催し、高校や大学へ出向いて主権者教育授業を実施した。本報告はそれら活

動を理論と実践に分けて整序・叙述して、主権者教育のあり方について議論に資すること

を目的としている。後述の政治学者クリックは、主権者教育が必要とされる理由として民

主主義の政治を守ることを挙げている。投票率向上はその射程に位置付けられよう。 

 
２ 現状および問題点 

18 歳有権者がはじめて国政選挙に臨んだのは 2016 年の参院選であった。これに先立ち

主権者教育授業が多くの高校で実施された。この選挙での 18歳有権者の投票率は約 51%と

なり、20歳代のそれを上回った。ところが、2019年参院選における 18歳の投票率は約 35％

へと落ち込んだ。2016年参院選での投票率が高かったのは「初物」だったためでしかなか

ったのか。主権者教育を振り返り、18歳・19歳の有権者を投票所にいざなうには何が求め

られるのかを理論と実践の両面から検討する必要があろう。 

 

３ 報告の骨子（1）〜主権者教育の理論 

主権者教育のモデルとしてよく引かれるのは、イギリスでのシティズンシップ教育であ

る。そして、その理論的支柱こそ 1998年に公表されたいわゆる「クリック・レポート」で

ある。労働党政権の諮問を受けて政治学者のバーナード・クリックが座長を務めてまとめ

た。公的事柄に関心をもちそれに積極的に関与すること、そのための政治的リテラシーを

鍛えることなどが、民主主義を空洞化させないための教育目的として説かれている。 

こうした教育を受けた若者はどうすれば投票所に足を運ぶだろうか。政治学の知見によ

れば、有権者を投票へ促す大きな要因の一つは義務感である。とはいえ、日本でも投票は

権利である。そこで行動経済学が提唱する「ナッジ」（肘で軽くつつく）というアイディア

が参考になる。主権者教育においても義務感を「ナッジ」でくるむ意識は重要であろう。 
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政治学の知見にさらに分け入ると、有権者の投票動機を説明するモデルとして 2つが指

摘できる。有権者は利益を最大化するために行動するという前提に立つモデルと、有権者

の属性や政治意識、さらには置かれている政治環境などが投票に影響を与えると考えるモ

デルである。いずれのモデルからも教育現場での主権者教育の有効性が導き出される。18、

19歳を対象とした調査によれば、家庭での政治的会話の有無が投票行動に大きく影響して

いる。となれば、政治的会話を学校で行うことは、いずれの家庭を問わずに彼らに投票へ

の動機づけを与えよう。 

 
４ 報告の骨子（2）〜主権者教育の実践 

では実際の高校での主権者教育授業はどのように行われているのだろうか。実は講義形

式の知識吸収型の学習が主流を占め、生徒たちとの対話的な体験型学習は少数にとどまっ

ていた。後者はアクティブ・ラーニング型の少人数単位で行う授業のことである。この形

式のほうが生徒たちの政治関心や投票意欲を高められるのではないか。それを検証するた

めに、講義とアクティブ・ラーニング型学習を組み合わせた授業を行い、それぞれの終了

時にアンケートをとった。すると、後者の方が投票意欲などで有意な効果が認められた。 

一方、学校現場からの要請もあってクラス単位で１校時 50分という制約の中で、このア

クティブ・ラーニング型の要素を取り込んだ授業を行った事例は次のとおりである。まず

生徒たちに参加の実感をもたせるために、導入部分では選挙に関する２択クイズを出題し

て全員にそのどちらかに答えてもらった。その上で、実際に投票までどのような過程をた

どるのかを講じていった。ここでも体験を重視して実際に使われている投票用紙を回して

手に取らせ、教卓の上には投票箱の実物を載せるなどした。授業後のアンケートでは９割

以上の生徒が選挙への関心が高まったと回答した。 

主権者教育授業を単位化している大学もある。そこでは前半５回で政策プランの立案を

５～６人で構成されるグループごとに行い、その後に各グループのプレゼンテーション、

投票による最優秀プラン選出へと至る。後半２回では、前半で行った政策課題の検討を代

表者の選択へとつなげる意図で、直近の国政選挙を題材として比例代表区で政党に投票す

る模擬選挙を行う。翌週はその振り返りとして学生間で意見交換が行われる。受講者アン

ケートでは授業への満足度について、５段階評価で平均値が４を超えた。 

 
５ 報告の骨子（3）〜主権者教育の効果 

以上は個別の主権者教育授業の事例紹介である。より横断的に主権者教育の効果を計測

できないだろうか。そこで、公職選挙法改正時に高校生であり、主権者教育を受けた経験

のある大学生を対象にアンケート調査を行った。４大学で実施し、回答数は 563件（有効

回答数 523件）であった。その分析結果によれば、投票参加の規定要因として指摘できる

のは、親からの投票呼びかけ、自分の１票は貴重だと考える政治的有効性感覚、さらには

新聞への接触度合いであった。ただ、主権者教育によって親との政治的会話が増え、政治

的有効性感覚を自覚し、新聞をよく読むようになることは十分に考えられる。その糸口と

なる「主体的・対話的で深い学び」を得られる主権者教育授業が求められる。 
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１ はじめに─なぜ主権者教育は重要なのか 

当政治過程分科会は政治学委員会とともに、2014年８月に「提言 各種選挙における投

票率低下への対応策」を表出した[1]。翌 2015年６月には公職選挙法が改正され、選挙権

年齢が 18歳以上へと引き下げられた。そして、2016年６月の参院選で 18歳・19歳の有権

者が投票した。すなわち、前記「提言」において「さらに促進されるべき」と記されてい

た「選挙権年齢の 18歳への引き下げ」は、予想以上のスピードで実現されたのである。 

このように前記「提言」表出後の５年余りの間、事態は奇しくもこの「提言」をなぞる

かのように推移してきた。ところが、2016年の参院選こそ 18歳有権者の投票率は約 51％

だったものの、翌年の衆院選での彼らの投票率は約 33％へと大幅に低下した。 

日本の民主主義を空洞化させないためには、政治的リテラシーの涵養のみならず投票率

の向上は大きな課題の一つである。後者の一手段として若いうちに「選挙慣れ」しておく

ことは重要な意味をもつ。主権者教育はそれを大きく後押しする使命を担う。ではどうす

れば、主権者教育は若年層の主権者意識を涵養し、彼らの投票意欲を高められるのか。 

こうした問題意識の下、この間当政治過程分科会では主権者教育や若年層の政治意識に

関する公開シンポジウムを何回か開催し、高校・大学での主権者教育授業も行ってきた。

本報告では理論と実践の両面から主権者教育のありようを追究することにする。 

 
２ 日本における選挙権年齢引き下げと主権者教育の意義 

(1) 選挙権年齢引き下げの経緯 

① 国民投票法の成立 

日本の選挙権年齢を 20歳以上と定めた 1945年当時は、諸外国においても、これを

20歳以上、又は 21歳以上とするのが主流であったが、1969年の英国を皮切りに、1970

年代前半に多くの欧米諸国が選挙権年齢を 18歳以上に引き下げていった。その後、選

挙権年齢は 18 歳以上とするのが世界の大勢となっていったが、日本における選挙権

年齢引き下げに向けての具体的な動きは、総じて低調であった[2]。ただし、2000 年

の総選挙で民主、公明、共産、社民の各党が選挙公約に 18歳選挙権を掲げるなど、こ

の頃から選挙権年齢の引き下げを求める動きが本格化していく。その背景には、諸外

国の趨勢に加え、若年層の低投票率に起因するいわゆるシルバーデモクラシーに対す

る懸念、18歳未満を子どもと定義した子どもの権利条約の批准、市町村合併をめぐる

住民投票の投票権者を 18歳以上とする自治体の出現などがあったと考えられる。 

こうした中で、憲法改正に意欲を示す安倍内閣（第 1次）は、2007年５月、憲法改

正の手続きを定めた国民投票法を成立させる。法案審議での論点の一つが投票権年齢

であり、当時のいわゆる「ねじれ国会」において、20歳以上を主張する与党の自民・

公明両党が、18 歳以上を主張する野党の民主党に妥協するかたちで同法は成立した。

こうして国民投票の投票権年齢は 18 歳以上とすることが決まったものの、選挙権年

齢が 18歳以上に引き下げられるまでの間は、国民投票の投票権年齢も 20歳以上とす

ると定められていたため、国民投票法は宙に浮いてしまった。 
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② 改正国民投票法の成立と公職選挙法等の改正 

その後、与野党が歩み寄りをみせるなかで、2014年６月には改正国民投票法が成立

して、国民投票の投票権年齢は、同改正法施行の４年後から 18 歳とすることが決ま

り、選挙権年齢についても、投票権年齢と選挙権年齢の均衡等を勘案し、速やかに必

要な法制上の措置を講ずるとされた。2015年３月、自民、民主、維新、公明など６会

派により法案（公職選挙法等の一部を改正する法律）が提出され、同法案は、衆参と

もに全会一致によって可決、成立した。施行は１年後の 2016年６月となり、同年に予

定される参院選が選挙権年齢引き下げ後の最初の国政選挙となる見込みとなった[3]。 

今般の選挙権年齢の引き下げは上記のような経緯によるものであり、憲法改正に道

筋をつけたい与党側が、すでに 18 歳選挙権を公約にしていた野党側に歩み寄るかた

ちで実現した。選挙権年齢の引き下げは、憲法改正のための国民投票法の投票権者を

18歳以上としたことの付随的成果という側面も否定できないと言える[4]。 

 

(2) 日本における「主権者教育」の意義と展開 

① 「政治教育」から「主権者教育」へ 

法案の成立に際しては「主権者教育及び若者の政治参加意識の促進に向けた諸施策

を速やかに実施するとともに、その一層の充実を図ること。」とする附帯決議が付され

るなど、選挙権年齢の引き下げに伴って主権者教育の重要性が強調された。 

ところで、「主権者教育」は、比較的最近になって用いられるようになった言葉であ

る。1947 年制定の教育基本法において、「良識ある公民たるに必要な政治的教養は、

教育上これを尊重しなければならない」ことを定めた第８条の見出しが（政治教育）

であったことに示されるように、かつては「政治教育」という言葉が用いられていた。 

他方で、欧米諸国では 1990年代から、「シティズンシップ教育」が注目されるよう

になった。「常時啓発事業のあり方等研究会」によれば、シティズンシップ教育とは、

社会の構成員としての市民が備えるべき市民性を育成するために行われる教育であり、

集団への所属意識、権利の享受や責任・義務の履行、公的な事柄への関心や関与など

を開発し、社会参加に必要な知識、技能、価値観を習得させる教育である。そして、

シティズンシップ教育の中心をなすのが、市民と政治との関わりであり、それが主権

者教育である[5]。また、シティズンシップ教育の中で、政治に特化した部分が主権者

教育であると位置付けることもできる[6]。 

こうした中で、日本では 2000年代以降に、「主権者教育」の必要性が説かれるよう

になる。例えば、ゆとり教育の見直しを主たるねらいとして設置された「教育再生会

議」は、法教育や消費者教育と並んで主権者教育の充実を図ることを求めた。同会議

の後継組織である「教育再生懇談会」では、主権者教育ワーキンググループを設けて、

主権者教育の現状を調査しつつ、今後の主権者教育の望ましいあり方が検討されてい

る。さらに、主権者教育の政策化にあたって重要な契機となったのが、総務省が 2011

年に設置した「常時啓発事業のあり方等研究会」の報告である。同研究会は政治学者

の佐々木毅が座長を務め、報告では、将来を担う子どもたちにも早い段階から主権者
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という自覚を持たせることの重要性を強調し、新たなステージとしての主権者教育の

必要性を説いた。また、若い有権者の投票率が低いことの一因が学校教育にあり、若

者の政治離れが学校教育と深く関わっているという認識も明示した。 

 

② 選挙権年齢引き下げ後の主権者教育をめぐる動向[7] 

18 歳選挙権が決定してから間もない 2015 年９月、文科省と総務省は高校生を対象

とする主権者教育の副教材として作成した『私たちが拓く日本の未来』を公表した。

この副教材は、当初は高校３年生のみを対象とする予定であったが、すべての高校生

に拡大して配布されることになった[8]。 

同年の 11 月、文科省は高校生の政治活動の禁止を求めた 1969 年の通達を廃止し、

代わって、新たに「高等学校等における政治的教養の教育と高等学校等の生徒による

政治的活動等について」を通知した。新通知では、政治的教養の教育に関して、「現実

の具体的な政治的事象」を取り上げながら、「具体的かつ実践的な指導を行うことが重

要」という認識が示された。旧通達は、現実の具体的な政治的事象を取り扱うことに

ついては慎重な立場をとっており、ここにおいて、文科省における政治教育、主権者

教育の転換が図られたと言える[9]。 

主権者教育の充実は、平成 29・30 年改訂の新学習指導要領においても求められて

いる。小学校の社会では、国民としての政治への関わり方について自分の考えをまと

め、中学校の社会では、民主政治の推進と公正な世論の形成や国民の政治参加との関

連について、また、高等学校では、公民科の必履修科目として「公共」を新設し、政

治参加と公正な世論の形成、政党政治や選挙、主権者としての政治参加のあり方につ

いて考察するとしている。 

こうして、選挙権年齢に引き下げ後、主権者教育を実施するための環境は、次第に

整備されつつあると言える。各地で特色ある教育が展開されていく中で、「現実の具体

的な政治的事象」を積極的に取り扱った教育を含め、多様な取組の蓄積が期待される

ところである。 

 
３ 主権者教育の理論 

(1) 「クリック・レポート」が唱える主権者教育 

① 「クリック・レポート」とは 

日本における主権者教育のモデルの一つが、英国におけるシティズンシップ教育

(citizenship education)である。その理論的支柱となっているのは、1998年９月公

表の「クリック・レポート」である。正式名称は「シティズンシップのための教育と

学校でのデモクラシーの指導」(Education for Citizenship and the Teaching of 

Democracy in Schools)であり、労働党政権により設置された「シティズンシップに関

する諮問グループ」(the Advisory Group on Citizenship)の最終報告との位置づけ

である。政治学者のバーナード・クリック(Bernard Crick)が同グループ座長を務めた

ためこのように呼ばれる[10]。 
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このクリック・レポートは、以下にみるようにシティズンシップ教育についての詳

細な提言を行うものであり、その内容のほとんどが政府により採用された。イングラ

ンドにおいて、シティズンシップ教育は、中等教育では 2002年から独立した必修科目

として導入された。初等教育では 2000年から、必修扱いではなく、既存科目（人格・

社会・健康教育）の一テーマとして導入されることとなった。（なお、英国ではイング

ランド、ウェールズ、スコットランド、北アイルランドで個別の教育政策がとられて

いる。中等教育でシティズンシップ教育が独立必修科目となっているのはイングラン

ドのみである。）[11][12][13] 

 

② クリック・レポートにおけるシティズンシップ教育 

以下、クリック・レポートの内容を概観したい。 

ア シティズンシップ教育の目的と意義 

同レポートの序文によれば、提言の目的は、英国の政治文化を変革することであ

る。すなわち、人々が自らのことを積極的な市民として捉え、公的生活に影響力を

持つ意思と能力や、発言や行動の前に証拠を吟味する能力を身に付けるようにする

こと、コミュニティへの関与や公的サービスの良き伝統を増強し、若い人に伝える

ことなどである。公的生活についての無関心、無知、冷笑が蔓延していることがそ

の背景にある。「英国民が参加型の市民とならなければ、我々のデモクラシーは安泰

ではない」というのである。 

同レポートはシティズンシップ教育を次の３つの視点から定義している。第一に、

社会的・道徳的責任(social and moral responsibility)である。子どもたちが、自

信と、社会的・道徳的に責任ある行為を学ぶことである。その学びは教室の内外に

わたって行われるし、その態度は権威者に対してもお互いに対しても向けられる。

第二に、コミュニティへの関与(community involvement)である。コミュニティの生

活や関心事について学び、関わっていくことである。これはコミュニティへのサー

ビスなどを通じて行われるものであり、やはり教室の中に限定されるものではない。

第三に、政治的リテラシー(political literacy)である。知識・技能・価値観を通

じ、公的生活で影響を持てるようにするにはどうしたらよいかを学ぶことである。

具体的には、紛争解決や経済的・社会的問題に関する意思決定についての知識や備

えなどが含まれる。 

 

イ シティズンシップ教育の枠組み 

同レポートが提案するシティズンシップ教育の具体的な枠組みは、４つの相互に

関連する成分から構成される。 

第一の成分は目標・目的である。シティズンシップ教育の目的とは、参加型デモ

クラシーの実践に必要な知識・技能・価値観を増進し、確保すること、権利と義務

に関する自覚や、積極的市民となるに当たって必要な責任感覚を高めること、地域

コミュニティやより広いコミュニティへの参加についての価値観を確立すること
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である。 

第二は、３つの柱である。上記アで述べた３点、すなわち社会的・道徳的責任、

コミュニティへの関与、政治的リテラシーのことを指す。 

第三は、４つの不可欠の要素（essential elements）である。その一つ目は概念

である。シティズンシップ教育の明確かつ包括的な核となるものである。二つ目は

価値観と性向である。生徒たちは、一定の価値観と性向を認識し、熟考し、それら

に基づいて行動するようになるべきである。三つ目は技能と適性である。生徒たち

は、一定の技能と適性を身に付け、活用できるようになるべきである。四つ目は知

識と理解である。生徒たちは、シティズンシップ教育に関連する社会の特定側面に

ついての基礎的な知識と理解を獲得するべきである。そしてそれは、時事的で現代

的な論点を通じて行われるべきである。以上の内容の詳細は後掲の〈付録 1〉を参

照されたい。 
第四は、学習成果(learning outcomes)である。同レポートはシティズンシップ教

育の法制化を勧告しつつも、法制化に当たっては詳細なプログラムを提供する形で

はなく、各学習ステージ（初等教育、中等教育など）における学習成果の目標を設

定する形にすることを主張している。それぞれの学校が地域の事情に合わせた柔軟

な教育を行うことや、多様なアプローチでのシティズンシップ教育を行うことを可

能とするためである。 

 

ウ 対立的な論点の教育に関するガイドライン 

主権者教育でよく懸念されるのは、政治的対立を惹起するような論点を扱うこと

により、教育の場で守られるべき政治的中立を損なってしまうおそれがあることで

ある。クリック・レポートでは、こうした論点を指導する際のガイダンスも提供し

ている。 

英国の 1996 年教育法は、教師によって政治的ないし対立的な論点の一方の立場

だけに子どもたちがさらされることのないことを保証している。学校運営者や校長

は、党派的な見解を助長してはならないし、対立的な論点を扱う場合にはバランス

の取れた見解や反対意見を提示しなくてはならない。 

重要なのは、大人の世界の対立から子どもたちを遮断すべきでなく、むしろそう

した対立を扱えるように子どもたちを準備させるべきだということである。対立的

論点を扱う場合には、教師は、いかにバイアスを認識するか、いかに証拠を評価す

るか、いかに他の解釈や見解を探るかを生徒に教える戦略をとるべきである。そし

て、自らが十分な理由に基づいた言動をし、他者にもそれを期待するように教える

べきである。 

以上、クリック・レポートについて概観した。日本における主権者教育のあり方

を考える上でも、改めて同レポートの内容を振り返ることは有意義であるように思

われる。たとえば、政治的中立に敏感になるあまり、その内容が法制度の解説など

形式的なものにとどまっているとの指摘がしばしばなされる。一方で、若年層の投
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票率は低迷しており若者の「政治離れ」も指摘されている。こうした中、日本のデ

モクラシーを深化させるためにも、主権者教育のあり方について考察を深めていく

ことが欠かせないだろう。 

 

(2) ナッジとしての主権者教育 1 

① 投票参加の計算式 

これまで投票率の向上策は、合理的選択という観点から構築された投票参加の計算

式に基づいて考察されてきた。そもそも投票参加を有権者の合理的選択という観点か

ら説明する試みは、経済学者のダウンズに端を発する。ダウンズは選挙から得られる

利益と投票参加に関わるコストとの比較から、投票参加を説明する論理を提示した。

利益とコストの比較で利益がコストを上回れば投票に行くが、同じか下回れば棄権す

ると言うのである｡([14]14 章) ダウンズが示した投票参加の論理を今日期待効用モ

デルとして知られる計算式として定式化したのは、政治学者のライカーとオードシュ

ックである。彼らの計算式は以下のようになる([15] pp.25-28)。 

R = P×B−C＋D 

B（Benefit）= 自分がより選好する候補者が勝利した時に得られる便益と、最

も選好しない候補者が勝利した時に得られる便益との差、すなわ

ち候補者間の期待効用差 

P（Possibility）= 自分の投票によって Bを得ることの主観的確率 

C（Cost）= 投票のコスト 

D（Duty）= 投票への義務感（Duty） 

R（Reward）= 投票によって得る報酬  

この式において、市民は R>0となれば投票するし、R≦0 となれば棄権する。ライカ

ーとオードシュックが 10-8と計算したように Pはほぼ 0であることから、P×Bの項は

0 となり、R>0 となるか否かは C と Dの比較で決まることになる。D はもっぱら市民

としての義務を果たすことなどから得られる満足感として説明されている。 

すなわち、D は D に高い価値を有する者でかつ投票に参加した者だけが確実に得ら

れる個人的報酬である。B が非排他性という公共財的性質を持ち、投票をしなくても

他者の投票次第で政策からの利益をフリーライドできるのとは対照的である。また B

の値を計算できる政治的リテラシーを有した有権者を育てても、そもそも選挙におい

て政党や候補者達が違いのある政策、いわゆる対立争点を打ち出さなければ意味はな

い。総論賛成、各論反対といった合意争点では選びようがないのである。そのうえ投

票参加を鼓舞すればするほど P は 0 に近づく。従って P×B も 0 になっていく。政治

的有効性感覚を高めたり、 政策の違いを適確な情報の収集と分析とによって自ら主

体的に見出すことのできる、いわゆる政治的リテラシーを高めたりする主権者教育だ

けでは、投票参加を促進することは難しい。  

                                            
1 本節は、『学術の動向』2019年 3月号に掲載された「主権者教育の理論的前提─合理的選択とナッジ」（60〜65頁）を

加筆修正したものである。 
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② 投票参加とフリーライダー 

では主権者教育において Dの向上に注力することはフリーライダー問題の解決に繋

がるのであろうか。フリーライダー問題の解決に関して、オルソンは選択的誘因の提

供を提示した[16]。正の選択的誘因と負の選択的誘因、すなわちアメとムチの提供で

ある。投票参加における負の選択的誘因とは罰金の支払いや公的な証明書類の発行停

止、公職に就くことへの制限などの物質的かつ実質的な不利益を伴う義務投票制であ

る。では D は正の選択的誘因と言えるであろうか。D は個人の心理的問題である。投

票に行けば減税されるといった投票者が確実に手に入れることができる外部から提供

される物質的な便益ではない。D に対して高い価値を置くか否かは完全に個人的問題

であり、D を単に強調することをもってして、すべての新有権者を投票に誘うことは

不可能であろう。 

それに対して、罰則の伴う義務投票制という負の選択的誘因を導入することで投票

率の 向上を図れることは確かである。しかし今日公務として市民を投票に誘導する

ために罰則を伴う義務投票制を採用している国は少ない。多くの国は選挙への参加を

市民の権利としている。日本もそのような国の一つである。  

 

③ ナッジとしての主権者教育 

 投票率の低下は全世界的なトレンドである。それを止めるための制度的方策として

義務投票制の導入を真剣に考えるべき時期が来ていることは確かである。投票を義務

とする立場は、投票への参加は権利であるとともに、民主社会の構成員ならば当然果

たさなければならない公務として捉える。いわゆる二元説である[17]。この立場で

は、投票場に行くことまでが公務であり、どのように投票するかということまでは強

制しない。白票を投じることも認めており、投票の自由はそれほど制限されていない

と考えられている。しかしわが国では義務投票制の導入の議論はあまり進んでいな

い。投票を権利と定めている憲法や、今まで動員されてこなかった大量の市民の予測

できない投票を恐れる既成政党の存在などが超えなければならない高いハードルとな

っている。さらには情報を持たない市民が大量に参加することによる選挙結果への負

の影響である。政策の違いを理解できない市民による投票が、エリートと市民による

政治的分業の作動を不安定にするのではないかという危惧である。しかし、参加の継

続には教育効果を期待することができる。 

 明るい選挙推進協会が全国の有権者 3,150人を対象に 2017年の衆院選後の 2018年

１月に実施した郵送法による世論調査(回収率:70.1％)によると、18〜20歳代で投票

を「国民の義務」とする有権者の 81.1%が投票に行ったと答えているのに対して、

「個人の自由」とする有権者は 30.8％しか投票に行っていない([18] 38 頁)。この

ように投票を義務と思う人の方が権利と思う人よりも投票に行く割合が高いとするな

らば、投票が公務であることを有権者予備軍に対して継続的に強調していくことが、

投票率の向上には効果的ではないだろうか。罰則を伴う義務投票制を導入することが

難しいのならば、行動経済学を主導したセイラーなどが提唱するナッジ（nudge;「肘
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で軽くつつく」）のアイディアが一つのヒントになろう。ナッジは、「選択を禁じる

ことも、経済的なインセンティブを大きく変えることもなく、人々の行動を予測可能

な形で変える選択アーキテクチャーのあらゆる要素」と定義される([19]p.6、17

頁）。罰則を伴わない努力義務規定としての義務投票制の導入は、義務感の高い人を

より投票へ誘うナッジの一種であると言えるだろう。 

具体的には、日本国憲法第 15条１項の「公務員を選定し、およびこれを罷免する

ことは、国民固有の権利である。」を「公務員を選定し、及びこれを罷免すること

は、国民固有の権利であり、義務である。」と改正すればよい。いわゆるプログラム

規定として、主権者教育を担う者達が憚ることなくそのことを生徒に教えることがで

きるようになる体制を整えると言うことである。 

「権利としての投票を棄権しても罰則はないが、一方で憲法には義務とも書いて

ある」ということを主権者教育の場で言うことができれば、投票が参加することに努

めなければならない国民としての公務であることを堂々と説明ができる。このように

法的な裏付けの下に投票が公務であり義務であることを知らせ理解させる場となるこ

とが、今日のフランスにおけるような「黄色いベスト運動」を一つの典型とするカウ

ンター・デモクラシーの担い手となり得るような政治的リテラシーを備えた市民の育

成をも目指す主権者教育[20]とともに、投票参加に関して「背中を押し、肘で軽くつ

つく」形で効果の持続する主権者教育の一つのあり方ではないであろうか。 

 

(3) 政治参加研究からみた主権者教育 

① 政治参加の役割 

政治参加とは言うまでもなく、「政府の政策決定に影響を与えるべく意図された

一般市民の活動」([21] 3頁)である。具体的な形態で捉えると、政治参加は「投票

参加」と「投票以外の参加」に分けられる。前者は選挙での投票を指し、後者はそれ

以外の様々な形態(たとえば選挙運動への参加や統治活動への参加)を指す。こうした

政治参加の役割は「公共財や価値の配分に関する自己の選好を伝達し、政府の行動と

市民の選好が矛盾をきたさないよう圧力をかけ、政府の決定をコントロールする」

([21] 5頁)ことにある。これを前提に考えると、主権者教育とは、政府に自己の選

好を伝達できるようにすること、また政府の決定をコントロールできるような知識や

技能、行動力を身に付ける教育、一言でいうならば、政治参加を自分で使いこなせる

ようになるための教育であると言える。 

それではそのために何が必要であろうか。これを考える上で、政治参加を促す要

因を整理することがヒントになろう。そこで、ここでは政治参加の中で最も経験率

が高い投票参加について、その規定要因に関する先行研究を整理するとともに、そ

こから導かれる主権者教育の要素を導出する。 

 

② 経済学的視点によるモデル 

従来、有権者の投票参加行動を規定する要因について、政治学では以下のアプロー
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チによる説明がなされてきた。具体的には、経済学的な視点によるモデル、社会学・

心理学・政治学的な視点による包括モデルである。 

まず経済学的視点によるモデルであるが、これは有権者の利益最大化行動を前提に

置いた合理的選択理論を用いたものが中心となる。ダウンズに始まりライカーとオー

ドシュックによって定式化された投票参加の期待効用モデル R＝P×B－C+D は、実際

の投票率や投票参加を説明する上で頻繁に用いられている[14][15]。既にこのモデル

は３（2）で説明されており、詳細は省略する。 

このモデルを用いて、意識調査データによる分析がなされ、集計データを用いて各

変数が投票率に有意かを検討する研究もある。意識調査データの知見によれば、岡田

は３か年（93，95，96）の調査データを用いて分析しているが、P と B は安定的では

ない一方、CDは 3ヵ年のデータすべてにおいて有意であることを示している[22]。ま

た三船は 1987年のデータを用いで B項を除いた３変数の分析をしているが、Cと Dが

投票参加に有意に、また Pは Cを低減する形で間接的に影響を持っていることが示さ

れている[23]。B要因に関して、境家は 2012年のデータを用いて主観的な二大政党間

のイデオロギー距離が投票参加に影響を持っていることを見出している[24]。 

集計データの知見としては、例えば山田が 1979年から 86年の選挙区別のデータを

用いて、P 要因については一票の重さ、競争倍率、接戦度の高さが投票率に有意な影

響をもっているほか、C 要因については降水量の多い選挙区ほど投票率が低いことを

見出している 2[25]。これらの研究からは、多かれ少なかれ PBCDどの要因も投票参加

に影響を持っていることがわかる。 

 

③ 社会学・心理学・政治学的視点による包括モデル 

次の包括モデルには以下の視点が含められる。すなわち、社会学的視点として有権

者の属性、資源、ネットワーク等が、心理学的視点として有権者の政治意識に関する

変数が、政治学的視点として政治環境からの影響に関する変数が含められる。 

このように、有権者の属性や心理的変数、さらには政治環境を組み合わせたモデル

として、蒲島は 3か年（93，95，96）の調査データを用いて、どのデータにおいても

政治的ネットワーク（候補者接触）、心理的要因（政治的関心、投票義務感、政党支持

強度）、2か年では社会的属性（年齢）が投票参加を促すことを示した[27]。このほか

先行研究からは、政治関心や投票義務感、参加のコスト感覚、政党支持といった心理

的要因のほか、政治環境要因としての候補者接触や動員といった変数が投票参加を規

定する要因として安定的に見出されている 3。また政治に関心の低い層で情報量の多

さが投票参加を促進することが指摘されている[30]。 

                                            
2 そのほか集計データによる各要因の知見について[26]参照。なお、投票コストを下げることを意図して、インターネッ

トを経由した投票制度が検討されることがある。しかし、インターネットがハッキングされれば秘密投票の原則が脅かさ

れ、システムがダウンすれば投票記録自体が失われるリスク等もあることから、現状では一部の例を除いて実現していな

い。 
3 政治関心、投票義務感、投票コストの 3要因について[21]、関心と義務感について[27]、義務感について[28]、政治関

心について[29]参照。 
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上記の研究は 20 歳以上の有権者を対象としているが、選挙権年齢引下げ後に 18，

19歳の初めて投票権を有した者を対象とした研究では、心理学的要因に注目した期待

価値モデルを用いて、効力期待（争点や政党の違いへの理解、投票の仕方など自分が

投票を首尾よくこなせるという効力認識）と報酬価値（投票のために調べる時間が惜

しい、投票に割く時間を他に使いたい）・文化価値（投票に行くことは大人としてのマ

ナー、選挙で投票することは当然）が投票参加に結び付くことを見出している[31]。 

 

④ 政治参加研究から導出される主権者教育の要素 

以上、政治参加研究のうち経済学的視点を用いたモデルからは PBD を高め、C を低

めることが投票参加に結び付くことが導かれる。特に Cと D要因の強さが先行研究か

ら指摘される。また包括モデルからも PBCD に関係する要因が投票参加に影響を与え

ていることがわかる。すなわち B に影響を与える政党支持を持つ者ほど、C である投

票への負担感が低く、選挙情報を多く持つ者ほど（情報量の多さが候補者比較に関す

るコストを低める、特に政治関心の低い層で情報量の多い者ほど投票する傾向にある

[30]）、D である投票義務感を抱いている者ほど投票している。さらに 18，19 歳を対

象とした調査においても、自分の投票という行為への効力意識が投票参加を高め、報

酬価値（コスト意識）、文化価値（投票への規範意識）を高めることが投票参加につな

がることが導かれる。また政治関心も安定して投票参加を促す要因であるほか、家庭

における政治的会話の頻度など政治的社会化の違いも政治関心にプラスの影響を持っ

ている[32]。18，19歳を対象とした調査では、家庭における政治的社会化が投票参加

を促すことも見出されている[33] [34]。 

これらのことから、主権者教育のあり方に対して何が言えるだろうか。まずは、家

庭における政治的社会化経験の影響力から、逆説的に、教育課程の重要性が示唆され

るだろう。家庭環境に関わらず政治参加の手法を身に付けられる場と言えば、やはり

教育の場となる。その上で、実際に声を挙げようとする場合に何ができるのか、必要

な情報はどこから得られるのか、どのように考えれば良いのか、といった学びが必要

であろう。これらは効力意識を高めることにつながると考えられる。 

また政党や候補者の違いを知ること、その違いがどのような影響をもたらすのか、

実際の社会問題を取り上げ考える機会を持つことが重要であるように思われる。これ

らは B 要因や政党支持などにつながるであろう。C 要因を低めるには、自分への効力

感[23]とともに公的事柄を自分事として関心を持てること、いかに自分の身の回りの

問題が政治と関わりを持っているか理解することが重要であろう。最後に投票への規

範意識や義務感については、若い世代も社会の重要な構成員であり、積極的に関わる

必要があるとの認識を育成することが必要となろう。 

これらの学びは実際の政治を扱うことでリアルに認識できると考えられる。これか

ら有権者になる若い世代も、現実の政治を知りたいと考えている[35]。若い世代に関

わる政策を取り上げ、いかに政治が自分達と関わりを持っているのかを，実際の政治

を通じて学ぶことが重要ではないだろうか。 
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４ 主権者教育の実践 

(1) アクティブ・ラーニング型主権者教育の実践例 

① 日本における主権者教育の展開 

2011年に総務省の「常時啓発事業のあり方等研究会」は、欧州の「シチズンシップ

教育」を基に、民主主義社会を支える主体を育てる「主権者教育」の展開を打ち出し

た[36]。2015年の公職選挙法改正による選挙権年齢の18歳への引き下げに向かって、

学校現場でも主権者教育が注目されていく。「明るい選挙推進協会」が選挙啓発に関す

る「出前授業」を行った自治体数は、2010年度は 78であったが、2015年度は 461に

増加した[37]｡特に新しい有権者が誕生する高等学校では、2014 年度の出前授業受け

入れ学校数は 70であったが、2015年度には 1149に増えた[37]。 

実際、18 歳選挙権が実現した後の初の参院選（2016 年）の 18 歳投票率は約 51％

（全世代平均値は約 55％）、衆院選（2017 年）の 18 歳投票率は約 48％（全世代平均

値は約 54％）で、20代より高い水準となった。しかし、2016年の参院選時に 18歳で

あった有権者が 19 歳で迎えた 2017 年の衆院選では、彼らの投票率は 33％に落ちた

[38]。この「51％→33％問題」の原因としては、その衆院選が行われた環境や、進学・

就職等で転居した若者が住民票を移動させていない「住民票問題」等が指摘された。 

同時に、学校における主権者教育にも課題があるとも考えられた。学校や自治体が

行う主権者教育は、政治に関する授業・講義・講演・地方議会の傍聴等を通じて生徒

が知識を得る知識吸収型学習や、学校や地域の課題あるいは実際の政治争点について

議論や模擬投票などを行う能動型学習（アクティブ・ラーニング）等に分けられる（能

動型学習の実施例として[38] [39] [40]等）。「明るい選挙推進協会」の 2015年に行っ

た調査では、政治や選挙に対する関心を向上させる教育方法として若者が多く挙げた

のは、「政治や選挙に関する新聞記事を使った授業」「政治に関するディベートや話し

合い」「模擬投票の体験」など、実践的なアクティブ・ラーニング型教育であった[41]。 

他方で、彼らが実際に学校で学んだのは、「国民主権など民主主義の基本」「選挙区

制など選挙の仕組み」「普通選挙実現の歴史」といった知識が多く、「ディベートや話

し合い」「模擬投票などの体験型学習」を経験したのは１割程度であった[41]。アクテ

ィブ・ラーニング型主権者教育は、若者が体験を通じて自分と政治の関係を認識し、

主権者としての主体性や政治参画の重要性を内面化させることに役立つと期待されて

いるが[40]､学校現場であまり普及していないといえる。 

その背景には、まず講義形式で知識を与えるタイプの授業は大勢の生徒に対して一

様に行うことができるのに対し、アクティブ・ラーニング型授業は少人数単位で行う

ことが多く、準備や指導に手間がかかることがあると考えられる。また教育内容の政

治的中立性の保持や、生徒の政治活動に対する規制といった事柄に配慮しなければな

らない[42]｡さらに、学校の中で行われるアクティブ・ラーニング型主権者教育におい

ては、生徒が「優等生的意見・ふるまい」に終始する可能性もある。心理学でいうと

ころの「社会的望ましさ（社会的規範に沿った言動をとること）」や「要求特性（実験

等の被験者が実施者に意図に沿った反応を示すこと）」が強く働く状況では、「政治」
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に対して本当の関心や興味が湧いたかどうかわかりにくい。 

 

② アクティブ・ラーニング教育の実践 

そこで、高校の授業等で実施可能で、政治的に中立でありながらも実際の選挙にお

ける投票に役立ち、かつ生徒にとって「面白い」アクティブ・ラーニング型主権者教

育の例を考え、試行した。2019 年 11 月に神奈川県立瀬谷西高校の黒崎洋介教諭の協

力を得て、３年生の生徒 34 名に参加してもらった。生徒はＡチーム（15 名）とＢチ

ーム（19名）に分かれ、それぞれ異なる内容の講義（40分間）とアクティブ・ラーニ

ング型学習（40分間）を体験した〈付録 2-1〉。Ａチームに対する講義では、高校の政

治経済科目で学ぶ基礎知識（日本の選挙制度史、現在の選挙制度の特徴、低投票率問

題の概要）と、大学の教養レベルの政治学で扱う投票参加理論を伝えた。 

その後Ａチームは少人数に分かれて、アクティブ・ラーニング型学習を体験した。

ここでは「二極ブレイン・ストーミング」という手法に基づき、「最低の選挙制度」と

「最高の選挙制度」という極端なアイデアを考えてもらった。前者については「棄権

すると逮捕される」「棄権すると自分が候補者にされる」「自分の家まで監視員が票を

取りに来て、投票するまで帰らない」等、後者については「自宅で投票できる」「自分

の望んだ政策が抽選で全部実現する」「投票所でアイドルに会える」等、参加者は話し

合いを楽しみながらアイデアを出していた。そして出てきたアイデアを組み合わせな

がら、「実現できそうな新しい選挙制度」を考え、発表してもらった。あるグループは

「自宅まで票を取りに来てくれる仕組み」というアイデアを発展させ、投票所に行く

のが困難な地域の高齢者等の票を ICTを利用して回収するアイデアを提起していた。

このように二極ブレスト法は、参加者に極端なアイデアを求めることで自由で楽しい

発想を促し、またそれらのアイデアを統合して具体化する・現実化するという思考を

助けることを企図している。 

一方でＢチームには、Ａチームと同様に選挙に関する基礎知識を伝えた他、国際的

に利用されている“Manifesto Project” [43]の選挙公約分類法の簡略版を紹介した。

すなわち、政党の選挙公約の文章を一文ずつに区切って、「外交・国際関係」「民主主

義・自由」「政治制度」「経済」「福祉」「法・秩序・調和」「社会集団」の７つの政策分

野に分類し、各分野の比率をみることで、その政党がどのような政策分野に力を入れ

ているかがわかるということを説明した。その後少人数のグループに分かれて、アク

ティブ・ラーニング型学習の体験として、同年夏に実施された参院選時の各党の選挙

公約文を分類してもらった。その場で Excelを使って、各党の選挙公約における各政

策分野の比率を計算し、その特徴をレーダーチャートで表現した。こうした各党の政

策主張の特徴は、選挙時には新聞やテレビ等で報道されるが、生徒自身が分類してみ

ることでより理解が深まり、今後の投票判断の助けになるのではないかと考えた。 

それぞれの講義とアクティブ・ラーニング型学習の後に生徒にアンケートを行い、

「面白いと思った」「政治に関する知識が増えた」「政治への関心が高まった」「選挙へ

行く意欲が高まった」という４つの項目について、「まったくあてはまらない＝１」か
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ら「かなりあてはまる＝７」までの７ポイント尺度で回答してもらった（表）。 

表 座学の講義後とアクティブ・ラーニング型学習後に行ったアンケートの回答の比較 

 

（注）有意水準 5％未満に「*」、5％以上１％未満に「**」を付している。 

 

Ａチームの回答について、講義後とアクティブ・ラーニング型学習（二極ブレスト）

後を比較すると、「面白いと思った」「政治への関心が高まった」「選挙へ行く意欲が高

まった」という回答のポイントが統計的有意に高まったことが確認された。ブレスト

はアイデアを出す（output）手法であって知識を吸収する（input）方法ではないため、

知識獲得には寄与していなかったと考えられる。他方でＢチームの回答について講義

後とアクティブ・ラーニング型学習（選挙公約分類）後を比較すると、「選挙へ行く意

欲が高まった」という回答のポイントのみ統計的有意に高まっていた。Ｂチームでは

講義後に「政治に関する知識が増えた」という回答ポイントが既に増しており、アク

ティブ・ラーニング型学習（選挙公約分類）後と差がなかった。他の項目に関する回

答ポイントは統計的有意ではないが、アクティブ・ラーニング型学習後に増していた。 

 

③ まとめと今後の展望 

以上の結果から、知識を伝える講義型学習を踏まえた上で、アクティブ・ラーニン

グ型学習を行うと、政治関心や投票意欲の向上に役立つことが示唆された。特に、二

極ブレストのような楽しい学習法は生徒に歓迎されるが、政治や選挙についてより深

く検討するためには、選挙公約分類のように考える作業にも意味があると考えられる。 

無論、今回の試みは「主権者教育の入り口」に過ぎず、より本格的に政治について

判断する力を養うには、多様な知識の習得や公共の課題について継続的に考えてもら

う機会が必要である。そしてアクティブ・ラーニング型学習について、教育関係者の

みならず多様な領域で情報や経験が共有化され、学校現場を超えて実践されることで、

主権者教育の方法として普及していくことが期待される。 

 

(2) 高校における主権者教育の実践例 4 

上記のように知識を伝える講義とアクティブ・ラーニング型学習を組み合わせて、少

人数単位で実施する主権者教育授業は理想的といえよう。一方で、進学を控える３年生

                                            
4 本節は『学術の動向』2019年 3月号に掲載された「高等学校での主権者教育授業を担当して」（78～83頁）を加筆修正

したものである。 

対応のある
サンプルの

ｔ検定

対応のある
サンプルの

ｔ検定

講義後

アクティブ
ラーニング
型学習後

（二極ブレ
スト）

有意確率 講義後

アクティブ
ラーニング
型学習後

（選挙公約
分類）

有意確率

面白いと思った 4.4 5.6 0.001** 4.3 4.7 0.286

政治に関する知識が増えた 4.7 5.1 0.169 5.3 5.3 1

政治への関心が高まった 4.1 5.3 0.001** 4.7 5.3 0.086

選挙へ行く意欲が高まった 4.5 5.3 0.004** 4.6 5.1 0.021*

Ａチームの回答平均値 Ｂチームの回答平均値
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を対象としてそこまで十分な時間も労力も割けないのが実情の高校も少なくあるまい。

そうした制約の中でも、できる限り生徒たちの参加と体験に配慮した主権者教育授業を

展開できないものか。これから紹介するのは、３年生の「政治・経済」の授業時間を用

いてクラス単位で実施してほしいと要請された事例（明治大学付属明治高校）である。 

① 2017年度の主権者教育授業 

授業の構成として、冒頭で生徒に参加意識を持たせるのが大事だと考えた。そこで、

両面が赤と青になっているクリアファイルを生徒たちに事前配布しておき、選挙に関

する２択クイズ「クイズで選挙を知ろう！」を出題した。正解と思う面を前にして生

徒たちにファイルを掲げさせていった〈付録 2-2〉。こうして生徒たちの気持ちを「選

挙モード」にした上で、自宅に「投票所入場整理券」が届いてから実際に投票するま

での流れを、実物の画像をはりつけたスライドを投影して確認していった。実際に使

われている投票箱を教室に持ちこみ、いかに頑丈かたたいてみせると笑いが起こった。

やはり「本物」の威力は大きい。 

次に「2016参院選・初の「18歳選挙」を振りかえる」をテーマに、各年代の投票率

を挙げて 2016 年７月の選挙権年齢が引き下げられて初の国政選挙を振り返った。18

歳・19歳有権者の投票率は 46.78％であった。18歳有権者だけでは 51.28％の「高率」

に達した。これはもちろん全有権者の投票率 57.70％よりは低い。とはいえ、20歳以

降の投票率を５歳刻みでみていくと、20〜24歳が最低の 33.21％であり、次第に上昇

するものの 35 歳〜39 歳でも 46.37％、40〜44 歳でも 50.30％である。すなわち、18

歳・19歳有権者の投票率は 40歳未満のそれより高く、18歳有権者に限れば 40〜44歳

のそれをも上回っていた。「みなさんの１年先輩はすごかった」と「ほめる」言葉を添

えた。先輩に負けるものかという動機付けになればと「大人」のずるい計算をした。 

その後、2016年参院選における 18歳・19歳の有権者の投票率を都道府県ごとにブ

レークダウンした表を提示した。投票率の高い順に次のとおりである。東京都

（57.84％）、神奈川県（54.70％）、愛知県（53.77％）、奈良県（51.63％）、埼玉県（50.73％）。

対照的に、四国 4県は全国で最も低かった高知県（30.93％）をはじめ、愛媛県（35.78％）、

徳島県（36.01％）、そして香川県（36.52％）といずれも低かった。 

このポイント差は各都道府県の高校生の政治意識の差ではもちろんなかろう。それ

ぞれの選管などがどれだけ熱心に主権者教育の実施を各高校に働きかけ、生徒たちに

投票への意欲を「外部注入」したかも大きな理由の一つだと考えられる。受身に彼ら

の投票意欲の「自然発生」を期待しているだけでは、彼らは決して動かない。主権者

教育授業による啓発を地道に行うことの意義が確認できよう。 

授業終了時にアンケートを行った。選挙への関心度について９割以上の生徒が「か

なり高まった」「ある程度高まった」の選択肢を選んでくれて、胸をなで下ろした。自

由回答としては「私達が投票に行きたくなる内容だった」「私たちが投票しないとどう

なるかがよくわかった」など、まさにありがたい感想をもらった。 
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② 2018年度・2019年度の主権者教育授業 

翌年度、翌々年度にも機会を与えられたので、ほぼ同様の構成で各クラスを回った。

2019年度の場合、４月に統一地方選挙があったのでその説明と併せて、実際に用いら

れた投票用紙（見本）を回覧した。実は素材は紙ではなく、絶対に破けないと言い添

えた。すると運動部に所属する屈強なある男子生徒が破いてクラスの喝采を浴びた。

こうした体験が彼らの印象に強く残って、選挙への親近感をもってもらえればいい。 

授業終了時のアンケートでは、両年度とも９割以上の生徒が選挙への関心度につい

て「かなり」「ある程度高まった」の選択肢を選んでくれた。また、自由回答を拾えば、

「〔選挙は〕自分たちの未来にとって大切だと思った」「18-19歳の投票率が 20代より

高い〔ことが印象に残った〕」（2018年度）、「権利を得たら投票に行こうと思った」「実

際の投票箱に触れることができて、貴重な体験ができた」(2019年度)等であった。 

 

③ むすびに 

３か年度合計で 650人以上の高校３年生に対して主権者教育授業を実施したことに

なる。主権者教育授業によって意識付けされてはじめて、「実際にどんなものか経験し

てみたい」とばかりに彼らは重い腰を上げよう。そして、投票につながるリテラシー

を高めてくれればと願うばかりである。 

 

(3) 大学における主権者教育の実践例 

① 大学における主権者教育 

18歳選挙権導入後、高校では様々な主権者教育への取り組みが行われてきた。他方

で、大学における主権者教育は活発とは言い難い。しかし、主権者教育が単なる選挙

啓発にとどまらず、「社会を生き抜く力や地域の課題解決を社会の構成員の一人とし

て主体的に担うことができる力を身に付けさせること」（文部科学省・主権者教育の推

進に関する検討チーム）5を目指していることに照らせば、大学でも主権者教育を実施

していくことの意味は大きいと考えられる。本節では、大学における主権者教育の実

践例として、香川大学で実施されている主権者教育を主眼とした授業を紹介していく。 

 

② 香川大学「私たち（主権者）と公共・代表」 

ア 授業の概要 

2016 年参院選から投票権年齢が引き下げられたことを受け、香川大学では 2017

年度から「私たち（主権者）と公共・代表」という授業科目を、全学共通科目（教

養教育科目）として開講している。この科目は１年生配当で、広義のキャリア支援

を目的とした「主題 A（人生とキャリア）」という科目群に位置づけられる。「主題

A」は選択必修科目であり、この科目も含め開講される 15科目から一つを選択して、

単位を修得しなくてはならない。単位数は１で、授業回数は８回（90 分）である。 

                                            
5 文部科学省・「主権者教育の推進に関する検討チーム」中間まとめ～主権者として求められる力を育むために～」

（https://www.mext.go.jp/a_menu/sports/ikusei/1369157.htm） 

https://www.mext.go.jp/a_menu/sports/ikusei/1369157.htm
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授業は法学部の二人の教員が担当しているが、2017年度からの開講に先立って全

学的なワーキング・グループが構成され、授業の目的、内容について検討を行った。

そして、主権者を差し当たり「社会を構成する一員として、おもに選挙での投票を

通じて政治に関わる者」と位置づけた上で、（１）様々な公共的課題と自分自身の生

活との関係を理解すること、（２）そうした課題をめぐっては多様な価値観や考え方

があることを理解し、多面的に思考できること、（３）課題解決のために他者と協働

できること、そして、（４）政治のあり方や代表の意義、主権者としての責任につい

て思考できることを目指すこととした。 

 

イ 授業の内容 

こうした目的に照らし、「私たち（主権者）と公共・代表」では、５回の授業を使

って最近の政策課題に関する政策プランの立案を行い、その後、実際の選挙を題材

とした模擬選挙を実施している。 

政策プランの立案は、様々な学部の学生で構成される５～６人のグループごとに、

二つの政策課題から一つを選び、それを解決するための政策プランを提案するとい

う内容である。これまでの授業では、「大学における教育費負担」、「非正規雇用」、

「男女共同参画」、「地方と都市の格差」といった、学生に身近で、どの程度まで、

どのようにして解決するかには、様々な考え方がありうる政策課題を取り上げてき

た。政策プランは、４回のグループ・ワークを通じて立案していく。１回目は、担

当教員がテーマについて簡単に現状と課題の説明を行い、それを受けて、どの政策

課題を取り上げるかをグループで話し合って決めてもらう。２回目のグループ・ワ

ークでは、論点整理として、当該の政策課題にはどのような問題があるのか、その

うちどれが優先的に解決されるべきかを、各グループで議論する。３回目は現状把

握として、各グループが焦点を当てる問題の現状と、それを解決するための方向性

について検討を行う。そして、４回目に、各グループが考える課題を解決できる具

体的な政策を策定していく（なお、グループ・ワークが円滑に進むよう、毎回、次

回のグループ・ワークのために準備しておく事項を、担当教員が事前に指示してい

る）。各グループが政策プランを策定した後には、政策報告・討論会を行っている。

ここでは、各グループが政策プランのプレゼンテーションを行い、その後、討論者

との間で質疑応答を行う。全グループの報告と討論が終わったら、受講者全員の投

票によって、最も優れた政策プランを選出している。 

後半の模擬選挙は、政策課題の検討を代表者の選択へと繋げていくことを意図し

たもので、直近の国政選挙を題材として、比例代表区で政党に投票するという設定

で行っている。模擬選挙の実施に先立ち、（模擬投票の前週に）各政党の政策公約の

比較表を配付し、受講者が各自で「予習」をした上で投票に臨むこととしている。

投票では実際の選挙で用いられている投票箱、記載台等を使用するほか、選挙人の

名簿対照、投票用紙の発券、開票といった選挙事務も、学生が分担して担当して行

う。これは、実際の選挙が厳格に管理されていることを体験することで、民主主義
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における選挙の重要性を認識してもらいたいと考えているためである（その様子を

〈付録 2-3〉に掲げる）。また、模擬選挙を実施した翌週には、グループごとに振り

返りを行う。ここでは、投票では何を重視して投票政党を決めたか、投票政党を決

める際に何を参考にしたかなどについて、学生間で意見交換、情報交換を行い、選

挙への視野を広げてもらうことを狙っている 6。 

 

ウ 成果と課題 

2017 年の開講以降、毎年 50～80 名の学生がこの科目を受講してきた。受講者で

最も多いのは法学部の学生で、全体の半数前後を占めているが、半数弱は創造工学

部、農学部、医学部といった理系の学部の学生である。大学において社会科学系の

授業科目を受講する機会がほとんどないと思われる、こうした学部の学生に主権者

教育の機会を提供できたことの意味は大きいだろう。また、受講者へのアンケート

の結果によれば、「到達目標を達成できた」、「この授業に満足している」といった項

目の平均値は、毎年、５段階評価で４を超えている。 

グループ・ワークでは毎回、活発な議論が行われており、社会的な課題に真剣に

向き合い、他者と協働するという点では、授業の目的は果たされていると言えそう

である。他方で、政策の方向性や具体的なプランの内容をめぐってグループ内で意

見が対立することは稀なようである。多様な意見が存在することを認識し、意見の

相違に折り合いをつけていく議論を引き出すような工夫が、今後は必要であろう。

模擬選挙では、投票後、ミニレポートを提出させているが、それによると例年、一

定数の学生が、授業前半で自分たちが取り組んだ政策課題に関する各党の政策公約

を基準として、投票先を決めたと回答している。他方で、家族の意見に従ったとい

う学生や、政党のイメージで投票先を決めてしまっている学生も一定数存在してい

た。どのようにしたら、授業を通じて、身近な政策課題について考えることと選挙

で代表を選ぶこととを結びつけられるかが、今後の課題である。 

 

③ 今後の展望と課題 

ここまで、香川大学で実施している主権者教育に主眼を置いた授業を紹介してきた。

主権者教育は高校での取り組みに関心が集まりがちだが、高校生のときに投票の機会

を得る人より高校卒業後に初めて選挙権を行使できる人の方が多く、18歳で投票した

有権者の多くが後の選挙では棄権してしまっているのが現状を考えれば、大学におい

ても、主権者教育を通じて投票を促していく取り組みが必要とされよう。 

大学において主権者教育を実施していく上では、高大接続に配慮する必要がある。

生徒が選挙についての基本的な知識を身につけ、選挙に関心を持つことに主眼が置か

れることの多い高校での主権者教育からさらに歩を進めて、現実の政治や公共的課題

についての理解を深められる内容とすることが求められよう。また、政治や選挙を自

                                            
6 その際、投票した政党を明らかにする必要はないことを繰り返しアナウンスし、学生が自身の政治的信条を不本意に表

明させられることがないよう配慮している。 
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分自身の問題と捉えることのできる主権者意識の醸成という観点からは、学生自身が

能動的に学び、協働を伴うアクティブ・ラーニング型の手法をとることが望ましい。 

 

５ 主権者教育の効果─大学生の政治意識アンケートから 

政治過程分科会では、選挙権年齢引き下げ後はじめての国政選挙となった参院選終了後、

大学生を対象とした政治意識調査を実施した。調査期間は 2016年９月から 10月で、調査

対象は分科会メンバーが所属する大学の１年生、すなわち公職選挙法改正時に高校生であ

り、主権者教育を受けた経験のある者とした。回答数は 563件（有効回答数 523件）であ

る。調査方法からみてサンプルの代表性は不十分であるが、主権者教育のあり方について

一定の示唆を与えるものとしてその集計結果を紹介していく 7。 

(1) 投票率と棄権の理由 

投票率はサンプル全体では 70.2%、18歳が 70.0%、19歳が 73.7％、20歳以上が 59.5%

であった。総務省集計による 2016 年参院選の投票率が 18歳 51.2％、19歳 39.7％、20

歳以上 56.1％であるから、18 歳、19 歳について高い投票率である。次に棄権理由をみ

ると「今住んでいるところに選挙権（住民票）がないから」が 50.7%と半数以上を占め

た。「用事があったから」(26.8％)、「面倒だったから」(16.9％)といった自己都合に続

き、「投票したい候補者も政党もいなかったから」(13.4％)が比較的高い割合を示した。 

 

(2) 主権者教育に対する大学生の意識 

公職選挙法の改正を受けて、文部科学省が出した通知「高等学校等における政治的教

養の教育と高等学校等の生徒による政治的活動等について」では、「議会制民主主義など

民主主義の意義、政策形成の仕組みや選挙の仕組みなどの政治や選挙の理解」だけでな

く、「現実の具体的な政治的事象も取り扱い」、「自らの判断で権利を行使することができ

るよう、具体的かつ実践的な指導を行うこと」とした。 

主権者教育について実際に学んだことと、学んでおきたいことについて質問したとこ

ろ（複数回答可）、実際に学んだことは「国民主権や多数決などの民主主義の基本」、「選

挙区制や選挙権年齢などの選挙の仕組み」など議会制民主主義や政治・選挙に関する基

本的知識が中心であるのに対し、学んでおきたいことは、上記文部科学省通知でいうと

ころの実践的な指導であることがわかる。とくに「政党の立場・公約の違い」について

は学んだ記憶があるが 32.9％に対して学んでおきたいが 71.3％、「現代の政治的争点」

は前者が 37.7％に対して後者が 66.0％と大きなギャップがみられる〈付録 3-1〉。 

次に「模擬投票の体験」や「現代の政治的争点」など５つの実践的な指導と、投票参

加との結びつきを確認するため、実践的教育を受けた経験のある者とない者の投票率の

比較が〈付録 3-2〉である。教育経験により投票率に差が表れたのは、12.3％の差があ

る「模擬投票の体験」と 10.1％の差がある「投票所における投票の方法」であった。 

                                            
7 回答数の内訳は次のとおりである。所属大学：明治大学 254(48.6%) 明治学院大学 32(6.1%) 名古屋大学 155(29.6%) 関

西大学82(15.7%)。年齢：18歳213(40.7%)、19歳236(45.1%)、20歳以上74(14.2%)。性別：男性317(60.6%) 女性206(39.4%)。 
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(3) 家庭での政治的コミュニケーションと大学生の投票参加 

主権者教育に関する先行研究において模擬投票の教育効果について、それをきっかけ

に家族と政治について話し合う機会が増え、家族の政治意識にも望ましい波及効果をも

たらすことが指摘される[44]。このことから、主権者教育は家庭での政治的コミュニケ

ーションを媒介して、間接的に政治参加・投票参加に影響を与えると考えられる。 

家庭での政治的コミュニケーションに関する回答分布をみると〈付録 3-3〉、親が政治

に関心を持っているという認識は強く、「親は政治に関心を持っている」について「かな

り」と「ある程度」の「当てはまる」の合計は 72.2％、「親は政治のニュースをよく得て

いる」が同じく合わせて 78.5％であった。また、政治に関して親とコミュニケーション

を取っている割合は相対的に低い(42.2%)が、親から「投票に行け」と言われる割合は

62.7%であった。家庭での政治的コミュニケーションと投票参加の関係で、有意な差を示

したのは「政治についてよく親と話す」と「親から「投票に行け」と言われる」ケース

で、よく話す、「投票に行け」と言われる学生ほど投票に行くことがわかる〈付録 3-4〉。 

 

(4) 投票義務感・政治的有効性感覚 

本アンケートでは、投票参加に影響を及ぼす投票義務感や政治的有効性感覚について

も質問した〈付録 3-5〉｡ 有権者は投票すべきという意識は、90.8%が「かなり」と「あ

る程度当てはまる」と回答し、かなり強い。投票は権利であり義務ではないという質問

について「あまり」と「まったく当てはまらない」と回答した者、すなわち投票を義務

と感じている大学生も 36.1％と決して低くない割合であった。また、自分自身の生活と

政治が大きく関係していると認識する者は 65.8％である一方、自分の一票が政治に影響

を与えると考える者は 40％台に留まり、政治的有効性感覚は高くないことがわかる。 

政治的有効性感覚は、投票参加との関連性も高く、自分の一票が政治に影響すると考

えている者ほど投票率は高くなっている〈付録 3-6〉｡ 

 

(5) 投票参加の規定要因 

ここまで見てきた諸項目を独立変数とし、投票参加を従属変数としたロジスティック

回帰分析を行った。具体的には主権者教育経験（投票の方法・模擬投票）、家庭での政治

的コミュニケーション（親との政治的会話・親から「投票に行け」と言われる）、政治的

有効性感覚（自分の一票は選挙結果を左右しない・自分には政治を左右する力はない）、

新聞への接触、政党支持の有無（「好ましい政党がある」を含む）の８変数を独立変数と

し、AIC8を基準とした変数減少法を用いて分析した。 

分析結果から、主権者教育に関する変数は直接的に投票参加に影響を及ぼしていなか

った。家庭での政治的コミュニケーションについても、親との政治的会話よりも親から

の投票呼びかけの方が有意な効果を持っていた。また政治的有効性感覚が強いほど、そ

して新聞を読んでいる大学生ほど投票することが明らかになった〈付録 3-7〉。 

                                            
8 AIC（赤池情報量基準）はモデルのあてはまり度合いを表す統計量。 
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(6) おわりに 

本章は大学１年生に対するアンケート調査の結果を分析し、主権者教育と投票参加の

関係について検討してきた。主権者教育は投票参加に直接影響を及ぼしてはいなかった。

しかし、政治的有効性感覚や新聞接触が有意に影響していることから、主権者教育が、

政治的有効性感覚の向上や政治的情報の手段としての新聞接触に結びつくような形で

実践されれば、適切な政治参加・投票参加に結びつくことが示唆される。 

そのためにも、文科省通知にも記されているように、政治や選挙に関する単なる知識

を超え、具体的な政治的事象を踏まえながら、自ら考え判断できる教育を提供すること

が求められる。そしてそのような教育内容は、大学 1年生自身も学んでおいたほうが良

いと認識しているのである。政治的中立性について過敏になりすぎず、学校において実

践的な内容の主権者教育を行うべきと、本章の分析結果からは結論づけられよう。 

 

６ まとめと若干の提言 

以上の検討をまとめよう。外から働きかけがない限り若い有権者は投票所に足を向けな

い。この「外力」の役目を果たすのが主権者教育である。彼らは一度投票すれば、その後

の選挙でも公務意識をもって投票すると期待される。それには家庭での政治的会話が鍵と

なる。これらが相補的・相乗的に作用することで、若年有権者は投票につながるリテラシ

ーを高めてくれよう。もちろん、投票は権利であり感情の動員とみなす議論もある。それ

でも昨今の低投票率をみると、そうした動員さえ行われていないのではないかとの感を強

く抱く。クリックのいう「政治の擁護」の観点を優先させるべきだろう。最後に３点を提

言する。 

１) 高校生を対象とした主権者教育授業をより一層充実させる。 

18 歳有権者はほぼ全員が高校生であり、教室という主権者教育を行える「場」が確実

にある。高校と各地の選挙管理委員会や明るい選挙推進協会、ひいては議員をも巻き込

み[45]、アクティブ・ラーニング型を意識した主権者教育授業が展開されるべきである｡

加えて、ポスト・コロナの時代を念頭に置いたオンライン形式の授業設計を具体的に検

討する。その際に留意すべきは、従来の対面式の授業で好評を博した投票用紙や投票箱

など本物に触ることで得られる投票に対する実感を、オンラインでいかにして確保す

るかであろう。 

２) 各大学・短大で主権者教育を単位化した授業を設置する。 

2019年参院選では 18歳の投票率が約 35％であったのに対して、19歳のそれは約 28％

であった。進路が様々に分かれて主権者教育に適した共通の「場」が確保できないとは

いえ、19歳有権者を「眠らせて」はおけまい。各大学は香川大学の事例に学ぶべきだ。 

３) 居住地に住民票を移す指導を各大学・短大で行う。 

親元から通えない大学などへ進学する学生には居住地に住民票を移さない者が多い。

ある調査によれば、居住地に住民票を移している学生は 26.4％にすぎなかった[41]。

埼玉大学は埼玉県選管と連携して、2016 年春に住民票の異動を促すチラシを作成し合

格通知書に同封した（2016年２月７日付『朝日新聞』）。各大学・短大でこれを行う。 
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＜付録１＞シチズンシップ教育の不可欠の要素 

  
鍵となる概念 価値観と性向 技能と適性 知識と理解 

 民主制と独裁制 

 協力と紛争 

 平等と多様性  

 公正、正義、法の支配、法と人権 

 自由と秩序 

 個人と共同体  

 権力と権威  

 権利と責任 

 

 共通善への関心  

 人間の尊厳と平等への信念  

 紛争解決への関心  

 共感的理解を持ち他者と協働する性

向  

 責任を持って行動する性向:他者と自

分 自身へのケア 

 寛容の実践 

 道徳律に従った判断・行動  

 議論と証拠に基づき自分の意見を変

えることに対して開かれた態度  

 礼儀正しさと法の支配の尊重  

 平等な機会とジェンダー平等へのコ

ミットメント 

 積極的市民性へのコミットメント  

 ボランティア活動へのコミットメン

ト  

 人権への関心 

 環境への関心 

 

 論理的な議論を行う能力 

 他者と効果的に協働する能力  

 他者の経験と見解を熟慮し評価する

能力 

 他者の見解を許容する能力  

 問題解決アプローチを身に付ける能

力  

 情報収集のために現代的なメディア

と技術を利用する能力  

 目前の証拠に対する批判的アプロー

チと、新たな証拠を探す能力  

 操作や説得の形態を認識する能力 

 社会的・道徳的・政治的な課題や状

況を特定し、反応し、影響を与える

能力 

 地域的・全国的・ヨーロッパ的・国

際的なレベルにおける時事的・現代

的な論点と出来事  

 民主的共同体の性質と、それらがど

のように機能し変化するか  

 個人と地域共同体・自発的共同体と

の相互依存 

 多様性、不同意、社会的紛争の性質  

 個人と共同体の法的・道徳的権利と

責任 

 個人と共同体が直面する社会的・道

徳的・政治的課題の性質  

 英国の議会政治と法律のシステム 

 共同体における政治的・自発的行為

の性質 

 消費者・勤労者・雇用主・家族・共

同体メンバーとしての市民的権利と

責任 

 個人と共同体に関連する経済システ

ム 

 人権憲章と関連する論点  

 持続可能な開発と環境問題 

 
＜付録２＞主権者教育授業の実践風景 

2-1 高校におけるアクティブ・ラーニング型学習の様子 

 
 
 
 
 
 
 

2019年 11月に神奈川県立瀬谷西高校で実施した授業（黒崎洋介教諭撮影）。 

 
2-2 高校におけるクラス単位の主権者教育授業の様子 

 
（2017年 6月撮影） 
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2-3 大学における模擬選挙の様子 

 
（2019年 5月撮影） 

 
＜付録３＞大学生の政治意識アンケート集計結果 

3-1 主権者教育の経験と期待する教育内容 

 
 

3-2 主権者教育の経験と投票参加 

 
 

3-3 家庭における政治的コミュニケーション 

 
  

小・中・高いずれかで学んだ

記憶があること(%)

有権者になる前にぜひ学ん

でおきたいこと(%)

国民主権や多数決などの民主主義の基本 95.2 32.1

選挙区制や選挙区年齢などの選挙のしくみ 94.5 33.7

普通選挙権実現の歴史 88.9 24.9

選挙の意義と投票参加の重要性 73.8 45.9

投票所における投票の方法 43.0 56.0

社会問題についてのディベート 39.0 48.6

模擬投票の体験 25.6 52.0

現代の政治的争点 37.7 66.0

政党の立場・公約（マニフェスト）の違い 32.9 71.3

あり なし

投票所における投票の方法 77.9 67.8

社会問題についてのディベート 72.1 72.1

模擬投票の体験 81.3 69.0

現代の政治的争点 70.3 73.2

政党の立場・公約（マニフェスト）の違い 74.0 71.2

かなりあて
はまる

ある程度
あてはまる

あまりあて
はまらない

まったくあて
はまらない

親は日頃から政治に関心を持っている 20.3 51.9 23.4 4.4
親は新聞やテレビで政治のニュースをよく得ている 28.9 49.6 18.0 3.4
政治について、よく親と話す 10.2 32.0 40.8 17.0
選挙があれば、親は投票に行っている 64.9 20.1 9.6 5.4
選挙があれば、親は「投票に行け」と言う 39.9 22.8 22.6 14.6
選挙があれば、親と一緒に投票に行く 31.4 18.2 19.2 31.2
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3-4 家庭内政治的コミュニケーションと投票参加 

 

 
 

3-5 投票義務感と政治的有効性感覚 

 
 

3-6 政治的有効性感覚と投票参加 

 
 

3-7 投票参加の規定要因 

 

政治について、よく親と話す
かなりあて
はまる

ある程度
あてはまる

あまりあて
はまらない

まったくあて
はまらない

投票 80.4 75.9 72.4 58.8
棄権 19.6 24.1 27.6 41.2

選挙があれば、親は「投票に行け」と言う
かなりあて
はまる

ある程度
あてはまる

あまりあて
はまらない

まったくあて
はまらない

投票 89.7 70.4 61.7 41.9
棄権 10.3 29.6 38.3 58.1

かなりあて
はまる

ある程度あ
てはまる

あまりあて
はまらない

まったくあて
はまらない

民主主義を守るために、有権者は選挙で投票すべきである 49.4 41.4 7.1 2.1
選挙での投票は、個人の権利であって義務ではない 19.3 44.6 28.4 7.7
自分自身の生活と政治は、大きく関係している 16.8 49.0 29.6 4.6
自分の一票が選挙結果を左右するとは思えない 12.9 44.1 33.8 9.3
自分には政治を左右する力はない 12.1 47.6 31.4 8.9

自分の一票が選挙結果を左右するとは思えない
かなりあて
はまる

ある程度あ
てはまる

あまりあて
はまらない

まったくあて
はまらない

投票 67.1 69.3 74.0 75.0
棄権 32.9 30.7 26.0 25.0

自分には政治を左右する力はない
かなりあて
はまる

ある程度あ
てはまる

あまりあて
はまらない

まったくあて
はまらない

投票 54.5 70.8 77.0 76.0
棄権 45.5 29.2 23.0 24.0

B 標準誤差 Wald 有意確率 Exp(B)

政党支持の有無 .380 .216 3.080 .079 1.462

家庭内投票呼びかけ -.757 .098 59.434 .000 .469

政治的有効性感覚

(自分には政治を左右する力はない)
.286 .134 4.535 .033 1.331

新聞接触 -.254 .112 5.180 .023 .776

定数 2.463 .496 24.694 .000 11.741

N=529　NagelkerkeR-sq：0.225


